
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

２０２５年７月 

川崎鶴見臨港バス株式会社 
 

 

 運輸安全マネジメントに関する取組み 
 

臨港バスでは、全役職員が一丸となって 

引き続き輸送の安全確保に取り組んでまいります 



１．輸送の安全に関わる基本方針 

（１）取締役社長は、輸送の安全確保が事業経営の根幹であることを認識し、 

社内において主導的な役割を果たします。  

また、営業所からの安全に関わる意見に真摯に耳を傾けるなど、現場の  

状況を十分に踏まえつつ、関係法令等の遵守が必須であること、輸送の  

安全確保が最重要かつ最優先であることを社員へ周知徹底いたします。 

（２）会社は輸送の安全に関わるＰＤＣＡサイクルを確実に実行するとともに、  

安全対策を適時適切に見直すなど、全社員が一丸となって輸送の安全性  

向上に努めます。  

 

２．輸送の安全に関わる目標および 

自動車事故報告規則第２条に係る事故統計    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２４年度 輸送の安全に関わる目標 

 重 大 事 故  ０件 

 有 責 事 故   対前年比１０％削減 

 車 両 故 障  対前年比１０％削減 

２０２４年度 輸送の安全に関わる実績 

重 大 事 故  ４件（対前年比＋１件） 

有 責 事 故  ８８件（対前年比＋８．５％増加） 

車 両 故 障  ９件（対前年比▲５２．９％削減） 

 

 



  

 

 
 

 

３．輸送の安全のために講じた措置  

（１）重点指導項目  
   

 

 

（２）輸送の安全に関する重点施策  

 

 
 

 

発着時の車内人身事故防止（３秒ルールの更なる徹底） 

 

○関連法令等の遵守と輸送の安全確保が最重要である 

との意識を徹底し、関係法令および安全管理規程に 

定められた事項を遵守いたします。  

 

○輸送の安全に関わる費用の支出および投資を積極的 

かつ効率的に行うことに努めます。 

 

○輸送の安全に関わる内部監査を行い必要な是正措置 

または予防措置を講じます。  

○輸送の安全に関わる情報の連絡体制を確立し、必要  

な情報を速やかに伝達・共有いたします。 

○輸送の安全に関する教育および研修に関わる具体的 

な計画を策定し、これを適確に実施いたします。  

○管理の受委託にあたり、当社は受託者として委託者と 

相互に協力・連携して一丸となって輸送の安全性向上 

に努めます。 

２０２５年度の輸送の安全に関わる目標 

重 大 事 故 報 告 件 数   ０ 件 

有責事故件数対前年比  １０ ％ 削 減 

車 両 故 障 対 前 年 比  １０ ％ 削 減 

 

 



（３）安全運動  

毎年「春の全国交通安全運動」、「夏の交通事故防止運動」、「車内事故防止

キャンペーン」、「夏季の輸送安全総点検」、「秋の全国交通安全運動」、「年

末年始の輸送等に関する安全総点検」を実施しています。  

春・秋の全国交通安全運動期間中には所轄の警察署から交通総務の係官を

講師として招き、安全に関わる講習会を開催しています。  

また、同期間中は取締役社長および安全統括管理者による職場巡視を行い

安全方針の唱和や重点取組課題の周知を図っています。  

 

（４）安全対策会議  

取締役全員が出席する「安全管理委員会」を定期的（４・７・１０・１月）に

開催。安全統括管理者・本社担当部門・現業長が出席する「事故防止対策委員

会」も定期的に開催。社内の意思疎通を図るとともに本社と現業部門による

意見交換、情報の共有化など全社を挙げて事故防止に努めています。 

       

（５）安全推進フォーラム  
毎年、取締役社長と安全統括管理者が全ての営業所を巡回し、職員から

安全運行に関する意見を聴取するなど社内の意思統一を図っています。  

   

２０24年度の実施状況

営 業 所 名 開　催　日

浜川崎営業所 2024年12月10日

神明町営業所 2024年11月28日

塩　浜営業所 2024年12月10日

鶴　見営業所 2024年12月19日

上平間営業所 2024年11月28日   



（６）設備投資  

 
①  乗合バス  

安全性を向上し、低公害・バリアフリーに対応した車両を導入していま

す。国土交通省の標準仕様であるノンステップバス３１５両を導入する

とともにＥＤＳＳ（※ 1）・ＢＯＡ (※ 2)・サイドビューモニター（※ 3）の

導入を推進しています。  

 

 

 

 

 

 

       ノンステップバス             ＥＤＳＳ 

  

 

ま た 、 ２ ０ ２ ３ 年 度 に は 、 運 転 士 の 異 常 を 検 知 ・ 警 告 す る Ｄ Ｓ Ｍ  

（ ド ラ イ バ ー・ス テ ー タ ス・モ ニ タ ー ）を 導 入 し て お り ま す 。運 転  

席 右 前 方 に 設 置 さ れ た カ メ ラ が 運 転 中 の 状 態 を 常 に モ ニ タ リ ン グ  

し て い ま す の で 、発 病・居 眠 り・脇 見 な ど の 異 常（ 疑 い を 含 む ）を  

検 知 し た 際 に 、 運 転 席 の シ ー ト バ イ ブ レ ー タ ー が 作 動 し 注 意 喚 起  

を 行 い ま す 。仮 に 、設 定 時 間 内 に 運 転 士 が 応 答 し な い 場 合 に は 、Ｅ  

Ｄ Ｓ Ｓ （※ 1）が 作 動 し ま す 。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②  高 速 バ ス  

２ ０ １ ７ 年 度 以 降 に 導 入 し た 車 両 に は 「 流 体 式 リ タ ー ダ ー （ ※ 5）」 

｢プ ロ キシミティー ･コントロール・アシス ト（ ※ 6） ｣「車線逸脱警報

装置」等の安全装 置 を 装 備 し て い ま す 。  

 



 ※１  EDSS ドライバー異常時対応システム (Emergency Driving Stop System) 

ドライバーが急病など安全に運転ができない状態に陥った場合、乗客や

運転士が非常ブレーキスイッチを押し、減速停止させるシステムです。  

 

※２  BOA （ブレーキ・オーバーライド・アクセラレーター）  

アクセルペダルとブレーキペダルを同時に踏み込んでしまった場合に、

エンジン出力を制御し、ブレーキ操作が優先される仕組みです。  

 

※３  サイドビューモニター  

左方向指示器点灯時には左側面の、右方向指示器点灯時には後方の映像

がバックモニターに映しだされる装置です。  

 

※４  流体式リターダー   

安定して力強いブレーキトルクを発生する装置です。フットブレーキの

使用頻度が少なくなり、運転士の疲労を軽減します。  

 

※５  プロキシミティー・コントロール・アシスト  

車間距離保持機能付オートクルーズに｢自動停止・発進機能｣が追加され

たものです。高速道路における渋滞等に極めて有効であり、一時停止と

発進を自動的に行いながら前方車を追従するため運転士の疲労を軽減し

追突事故の抑制にも貢献します。  

 

 

③  乗合・高速バス  

 

（１）バックアイカメラ  

後退時の安全確保や事故防止を図るためには後方の視認性を向上させな

ければなりません。よって、２０１８年度よりバックアイカメラを順次

導入。２０２１年度末までに全ての車両へ設置を完了しました。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（２）視認性向上に資する設備投資  

安全性の向上を目的に、高輝度・省電力・長寿命タイプのＬＥＤ  

ヘッドライトに換装。夜間走行時の視認性・被視認性の向上を図 

っています。ヘッドライトは昼夜問わず常時点灯させています。  

また、２０２３年度内に全車両の路肩灯をＬＥＤに代替しました。  

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

（３）ドライブレコーダー  

周囲や車内の動向を常時記録するドライブレコーダーを全車両に設

置。事故やヒヤリ・ハットの解析など事故防止に活用しています。  

２０２２年４月に代替し、前方・右側方はハイビジョンカメラを導  

入。更に車内カメラを従来の２台から３台に増設するなど検証機能  

を強化しています。  

 

 

 

（４）車内液晶表示機（ OBC-VISION）  

大きくて分かりやすい停留所の案内などバリアフリーに配慮した表

示の他、車内事故防止のための注意喚起表示を導入しています。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 



④  安全運転訓練車  

問題点の早期把握と是正を目的に新入  

運転士への教習時は安全運転訓練車を  

使用しています。訓練車にはアイマー  

クレコーダーや車内安全確認ランプ・  

加速度センサー等を設置し、課題の見  

える化を図っています。  

２０２４年１月にアイマークレコーダーを帽子が不要なフレームタイ

プに代替し、小型軽量化されたことでセンサーのズレが少なくなり、直

射日光下や眼鏡をかけていても正確に計測ができるようになりました。 

           アイマークレコーダー  

 

 

 

 

 

⑤  営業所設備  

 

（１）デジタルサイネージ  

情 報 共 有 を 目的に点呼場付近に  

設置し、事故防止に関わる情報や  

通達を案内しています。  

 

 

 

（２）専用ロッカー  

貴重品や携帯電話などを収納する  

専用ロッカーを設置。乗務の際は  

バス内に持ち込まないようにして  

います。  

 

 

（３）無線  

事故や災害に備え、営業所と本社との  

随時通信が可能となるデジタルＭＣＡ  

無線を導入しています。仮にト ン ネ ル  

な ど デ ジ タ ル ＭＣＡの電波が途絶えた  

際でもＬＴＥ通信網に自動的に切り替  

わるｅ プ ラ ス 機 能 （ 電 波 空 白 地 帯 を  

解 消 す る 機 能 ） を 備 え て い ま す 。  



   （４）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）  

社員や来訪されたお客様が心房細動等  

となった場合、救命救急処置を図るた  

め本社および営業所にはＡＥＤを設置  

しています。  

 

（５）事故管理システム  

     速やかな検証と改善を目的に２０２１年４月より事故管理システム

を導入。傾向と対策の把握が容易となり再発防止に寄与しています。 

 

⑥  将来に向けた設備投資  

〇安全支援システムの実用化にむけて共同検証を実施  

事故防止とあわせて運転士の業務負担軽減を図る取り組みとして、  

バス車内にカメラを設置し、カメラから取得した映像をＡＩ画像認識

技術で解析を行い車内の混雑・空席等の状況を把握し、空席がある状

況で立っているお客様がいる場合の着席案内、走行中に車内を移動す

るお客様への注意喚起等、状況に応じて車内のサイネージやスピーカ

ーでアナウンスを実施するシステムを株式会社東海理化と共同で開

発しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）健康管理  

運転士に対しては、健康に起因する事故や運行中止を防止すべく、点呼時の

健康確認の他に、年２回の定期健康診断を実施し、定期健康診断結果が要治

療者に対しては、保健師による定期巡回を３ヶ月に１回実施。加えて、睡眠

時無呼吸症候群 (ＳＡＳ )のスクリーニング検査を定期的（３年に１回）に実

施しています。同症の疑いのある運転士には精密検査を受検させ、要治療者

は産業医とも連携し「ＣＰＡＰ治療」等により継続的な治療を実施していま

す。また、運転士を含む５０歳以上の全社員へ脳ドック検診を５年毎に実

施、更に、メンタルヘルスケアにも注力し、臨床心理士への相談日を月１回

設けるなど精神的な不安を取り除く環境作りをしています。  



４．輸送の安全に関わる情報の伝達体制 

 

取締役全員が出席する「安全管理委員会」  

を四半期毎に、取締役・本社管理職・現業  

長（関連会社を含む）による「グループ経  

営会議」を月例で、更に、運輸部主催の  

「業務連絡会」および「統括運行管理者会  

議」も月例で開催し、情報共有など輸送の  

安全性の向上に努めています。  

 

 

 

５．輸送の安全に関わる教育研修の実施状況 

 

事 故 防 止 研 修 や 接 遇 教 育 等 の 年 間 計 画 を 本 社 に て 策 定 し て い ま す 。 全  

運 転 士 の 安 全 運 転 状況を本社・営業所にて実査しています。営業所では運

行管理者が運転士へ教育指導を実施し、本社では事故防止会議を開催して

営業所の運行管理者へ安全に関する方針を示すなど、情報共有を行ってい

ます。  

 

 

○人事部  

安全マネジメント体制構築の一環として、メンタルヘルスケアの充実を 

図るべく外部講師による研修を開催しています。 

   

 

○運輸部  

外部講師による一般法令講習会や管理者講習を開催し、営業所員に対し  

事故防止への取り組みや運輸規則など知識の向上を図っています。  

 

 

〇営業所  

輸送の安全性向上に関わる教育として運行管理者会議を月例で開催して  

います。また、運行管理業務研修として運行管理者一般講習・基礎講習・

適性診断活用講座を運行管理者が受講しています。 

 

 



○運転士  

・社内教育  

業務懇談会を隔月で開催し、重点項目の説明をすると ともに遂行状  

況 を添 乗・街頭調査で確認しています。また、高齢者疑似体験セット

での体験会やサービス介助士の資格の取得も推進しています。  

    ・外部委託教育  

ａ．自動車教習所と連携し、経験年数３年超の運転士へ基本技術を再  

認識させる研修を実施しました。  

ｂ．指導的立場にある運転士へ指導能力を高める研修を実施しました。 

     ｃ．リスクコンサルタント社と連携し、経験年数１０年前後の運転士

へ技術の点検修正を目的とした研修を実施しました。  

    

 

〇その他の取組  

（１）安全運転コンテスト  

２０２４年１１月に運転士のモチベーションの向上と全社的な安全  

意識の醸成を図るた め「第 ８回  安全運転コンテスト 」を開催 しま

した。  

 

  

 

 

 

 



（２）対策訓練  

警察、消防関係および自治体等と連携し、重大事故やテロ・バスジャ

ック時に迅速な対応が図れるよう、消防署や警察署と合同で定期的に

訓練を実施しています。  

 

        

      
 

（３）救急救命講習会  

川崎市消防局主催の普通救命講習、日本赤十字社神奈川県支部主催

の救命救急法安全講習会へ管理者や運転士を参加させています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

   （４）サービス介助士の育成  

      誰もが利用しやすい公共交通機関を目指し「おもてなし」と「介助技

術」を学ぶべく、運転士のみならず全職種の従業員に２０１８年度か

らサービス介助士の資格取得を推進。２０２５年３月末現在で９７

名が資格を取得しています。  

 

 

 



６．地域への貢献 

ご要望をいただき、バスの乗り方教室、職業体験、車椅子体験学習等を２

０２４年度は６回開催しました。  

 

    

       

 

７．輸 送 の 安全に 関 わ る 内部監 査 結 果  
 

各事業所において、安全管理体制の「適合性」「有効性」の確保や機能の

発揮確認を目的に内部監査を例年実施しています。  

安全統括管理者は、監査結果に改善すべき事項が認められた場合には、  

その内容を速やかに取締役会で報告するとともに、必要に応じ、輸送の  

安全の確保のための方策を検討するなどの是正措置および予防措置を講  

じています。  

２０２４年度は①重大事故が発生しており原因分析と対策を講じる必要  

がある②営業所間で運転士の充足数に差異が見られるため早急に解消を  

図る必要があると指摘。今後、改善を図ってまいります。 

 

８．安全統括管理者に係る情報  

    安全統括管理者   取 締 役    岩  田   貴  

                （選任年月日  ２０２５年４月１６日）  



９. 輸送の安全に関する予算と実績 

   新車購入、修繕費、安全装置の設置等の予算と実績は以下の通りです。 

    【２０２４年度    ９９５，３１２千円（実績）】  

【２０２５年度    ８６９，８４３千円（予算）】  

 

１０．関東運輸局による行政処分（過去３ヵ年） 

関東運輸局より以下の行政処分を受けました。処分内容を厳粛に受け止め  

再発防止に取り組むものといたします。  

・処分日   令和５年１０月１１日  

・違反条項  道路運送法第４０条  

法定除外理由がないにも関わらず運送引受を拒絶したもの。  

  ・処分内容  事業用自動車の使用停止（バス１両。３０日間）  

 

１１．一般貸切旅客自動車運送事業について  

（１）許可年度    昭和２５年７月３日（２０２０年７月更新）  

（２）許可された条件の内容  営業区域：神奈川県、東京都（大田区）  

（３）営業所名称（以下）・所在県  神奈川県  

      浜川崎営業所・神明町営業所・塩浜営業所・鶴見営業所  

（４）神奈川県バス協会加入  

（５）安全マネジメント評価   過去３年間は実施無し  

      ＜参考＞貸切バス事業者安全性評価認定制度による評価結果  

平成２６年度～   二ツ星  ☆☆  

平成２８年度～   三ツ星  ☆☆☆  

平成３０年度～   三ツ星  ☆☆☆  

令和  ２年度～   三ツ星  ☆☆☆  

令和  ４年度～   三ツ星  ☆☆☆  

令和  ６年度～   三ツ星  ☆☆☆  

 

（６）安全マネジメント認定セミナー受講状況  

令和元年度   ６名受講  

令和２年度   ３名受講  

令和３年度  （新型コロナウイルスの影響により中止）  

令和４年度  （新型コロナウイルスの影響により中止）  

          令和５年度   １名受講  

          令和６年度   ３名受講  



 （７）点呼動画の記録保存  

    省令の改正により、令和６年  

４月１日から、一般貸切旅客  

自動車運送事業者に対して、  

点呼およびアルコール検知風  

景を９０日間動画保存するこ  

とが義務付けられましたので  

専用システムを導入しました。  

 

 （８）運転士教育  

   ・初任運転士教育  

    運転記録証明書の取得、適性診断の受診、座学（１０時間以上）、  

    実技（２０時間以上）実施後の見極めを経て選任しています。  

   ・選任後教育  

    選任後も①コーナリング②発進・変速操作③車線変更・本線合流  

④ブレーキング⑤山岳道路走行⑥高速道路走行などを中心とした  

実技教育、ドライブレコーダーを活用した座学教育（運転特性に  

応じた指導やヒヤリ・ハットなど）を年１回実施しています。  
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第１章 総   則  

（目的）  

第１条 この規程（以下「本規程」という。）は、道路運送法（以下「法」という。）第

２２条の２第２項の規定に基づき、輸送の安全を確保するために遵守すべき事項を

定め、もって輸送の安全性の向上を図ることを目的とする。   

（適用範囲）   

第２条 本規程は、当社の一般旅客自動車運送事業に係る業務活動に適用する。  

第２章 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針等  

（輸送の安全に関する基本的な方針）   

第３条 取締役社長（以下「社長」という。）は、輸送の安全の確保が事業経営の根幹

であることを深く認識し、社内において輸送の安全の確保に主導的な役割を果たす。

また、営業所における安全に関する声に真摯に耳を傾けるなど現場の状況を十分に

踏まえつつ、社員に対し関係法令等の遵守と輸送の安全の確保が最も重要かつ最優

先であるという意識を徹底させる。  

２ 輸送の安全に関する計画の策定、実行、チェック、改善（Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃ

ｋ Ａｃｔ）を確実に実施し、安全対策を不断に見直すことにより、全社員が一丸と

なって業務を遂行することにより、絶えず輸送の安全性の向上に努める。また、輸送

の安全に関する情報については、積極的に公表する。  

（輸送の安全に関する重点施策）   

第４条 前条の輸送の安全に関する方針に基づき、次に掲げる事項を実施する。  

（１）関係法令等の遵守と輸送の安全の確保が最も重要であるという意識を徹底し、

関係法令及び安全管理規程に定められた事項を遵守すること。   



（２）輸送の安全に関する費用支出及び投資を、積極的かつ効率的に行うよう努める

こと。  

（３）輸送の安全に関する内部監査を行い、必要な是正措置又は予防措置を講じるこ

と。  

（４）輸送の安全に関する情報の連絡体制を確立し、社内において必要な情報を伝達、

共有すること。   

（５）輸送の安全に関する教育及び研修に関する具体的な計画を策定し、これを適確

に実施すること。   

２ 傘下のグループ企業が密接に協力し、一丸となって輸送の安全性の向上に努める。  

３ 管理の受委託にあたっては、委託者及び受託者は相互に協力・連携して一丸とな

って輸送の安全性の向上に努める。  

（輸送の安全に関する目標）  

第５条 前条に掲げる方針に基づき、目標を策定する。  

（輸送の安全に関する計画）  

第６条 前条に掲げる目標を達成し、輸送の安全に関する重点施策に応じて、輸送の

安全を確保するために必要な計画を作成する。  

第３章 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制  

（社長等の責務）  

第７条 社長は、輸送の安全の確保に関する最終的な責任を有する。  

２ 輸送の安全の確保に関し、予算の確保、体制の構築等必要な措置を講じる。  

３ 輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者の意見を尊重する。  

４ 輸送の安全を確保するための業務の実施及び管理の状況が適切かどうかを常に確

認し、必要な改善を行う。  

（安全管理委員会）  

第８条 輸送の安全を確保するため、会社は、社長を委員長とし、常勤取締役を委員

とする安全管理委員会を設置する。  

２ 本委員会は、運輸安全マネジメントに関する重要事項及び事故防止対策を決定・

実施する。  

３ 事務局は、運輸部安全対策課とし、安全統括管理者が統括する。  

４ 本委員会は、別表３記載の各会議体を統括する。  

（社内組織）   

第９条 社長は、次に掲げる者を選任し、輸送の安全の確保について責任ある体制を

構築し、輸送の安全を確保するための企業統治を適確に行う。  

（１）安全統括管理者  

（２）運行管理者  

（３）整備管理者  

（４）その他必要な責任者  



２ 安全対策課長は別表 1 に定めた社内組織により安全統括管理者の命を受け、輸送

の安全の確保に関し営業所長を統括し、指導監督を行う。  

３ 営業所長は、別表 1 に定めた社内組織により安全統括管理者の命を受け、輸送の

安全の確保・バス運転に関する事項および使用車両の整備管理に関し、営業所内を

統括し、指導監督を行う。  

４ 輸送の安全に関する組織体制及び指揮命令系統については、安全統括管理者が病

気等を理由に本社に不在である場合や重大な事故、災害等に対応する場合も含め、

別表１に定めた組織図による。  

（安全統括管理者の選任及び解任）  

第１０条 取締役のうち、旅客自動車運送事業運輸規則（以下「運輸規則」という。）

第４７条の５に規定する要件を満たす者の中から安全統括管理者を選任する。   

２ 安全統括管理者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該管理

者を解任する。   

（１）国土交通大臣の解任命令が出されたとき。   

（２）身体の故障その他のやむを得ない事由により職務を引き続き行うことが困難

になったとき。   

（３）関係法令等の違反又は輸送の安全の確保の状況に関する確認を怠る等により、

安全統括管理者がその職務を引き続き行うことが輸送の安全の確保に支障を及

ぼすおそれがあると認められるとき。  

 

 

（安全統括管理者の責務）   

第１１条 安全統括管理者は、次に掲げる責務を有する。  

（１）全社員に対し、関係法令等の遵守と輸送の安全の確保が最も重要であるという

意識を徹底すること。   

（２）輸送の安全の確保に関し、その実施及び管理の体制を確立、維持すること。  

（３）輸送の安全に関する方針、重点施策、目標及び計画を誠実に実施すること。  

（４）輸送の安全に関する報告連絡体制を構築し、社員に対し周知を図ること。   

（５）輸送の安全の確保の状況について、定期的に、かつ必要に応じて、随時、内部

監査を行い、社長に報告すること。   

（６）社長に対し、輸送の安全の確保に関し、必要な改善に関する意見を述べる等、

必要な改善について、措置を講じること。   

（７）運行管理が適正に行われるよう、運行管理者を統括管理すること。   

（８）整備管理が適正に行われるよう、整備管理者を統括管理すること。   

（９）輸送の安全を確保するため、社員に対して必要な教育又は研修を行うこと。   

（10）その他の輸送の安全確保に関する統括管理を行うこと。  

第４章 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法  

（輸送の安全に関する重点施策の実施）   



第１２条 輸送の安全に関する基本的な方針に基づき、輸送の安全に関する目標を達

成すべく、輸送の安全に関する計画に従い、輸送の安全に関する重点施策を着実に

実施する。  

（輸送の安全に関する情報の共有及び伝達）  

第１３条 社長と現場や運行管理者と運転者等との双方向の意思疎通を十分に行うこ

とにより、輸送の安全に関する情報が適時適切に社内において伝達され、共有され

るように努める。また、安全性を損なうような事態を発見した場合には、看過した

り、隠蔽したりせず、直ちに関係者に伝え、適切な対処策を講じる。  

（事故、災害等に関する報告連絡体制）   

第１４条 事故、災害等が発生した場合における当該事故、災害等に関する報告連絡

体制は別表２に定めるところによる。   

２ 事故、災害等に関する報告が、安全統括管理者、社長又は社内の必要な部局等に速

やかに伝達されるように努める。   

 

３ 安全統括管理者は、社内において報告連絡体制の周知を図るとともに、第一項の

報告連絡体制が十分に機能し、事故、災害等が発生した後の対応が円滑に進むよう

必要な指示等を行う。  

４ 自動車事故報告規則（昭和二十六年運輸省令第百四号）に定める事故、災害等があ

った場合は、報告規則の規定に基づき、国土交通大臣へ必要な報告又は届出を行う。  

（輸送の安全に関する教育及び研修）   

第１５条 第５条の輸送の安全に関する目標を達成するため、必要となる人材育成の

ための教育及び研修に関する具体的な計画を策定し、着実に実施する。  

（輸送の安全に関する内部監査）  

第１６条 安全統括管理者は、自ら又は安全統括管理者が指名する者を実施責任者と

して、安全マネジメントの実施状況等を点検するため、少なくとも一年に一回以上、

適切な時期を定めて輸送の安全に関する内部監査を実施する。  

また、重大な事故、災害等が発生した場合又は同種の事故、災害等が繰り返し発生

した場合その他特に必要と認められる場合には、緊急に輸送の安全に関する内部監

査を実施する。  

２ 安全統括管理者は、前項の内部監査が終了した場合はその結果を、改善すべき事

項が認められた場合はその内容を、速やかに、社長に報告するとともに、輸送の安全

の確保のために必要な方策を検討し、必要に応じ、当面必要となる緊急の是正措置

又は予防措置を講じる。  

 （輸送の安全に関する業務の改善）   

第１７条 安全統括管理者から事故、災害等に関する報告又は前条の内部監査の結果

や改善すべき事項の報告があった場合、若しくは輸送の安全の確保のために必要と

認める場合には、輸送の安全の確保のために必要な改善に関する方策を検討し、是



正措置又は予防措置を講じる。  

２ 悪質な法令違反等により重大事故を起こした場合は、安全対策全般又は必要な事

項において現在よりも更に高度の安全の確保のための措置を講じる。  

 （情報の公開）  

第１８条 輸送の安全性向上のための施策および取り組み実績、自動車事故報告規則

に基づく重大事故速報、その他安全に関する情報について、毎年度、外部に対し公表

する。   

２ 運輸規則４７条の７に基づき、輸送の安全の確保のために講じた改善状況につい

て国土交通省に報告した場合には、速やかに外部に対し公表する。  

（輸送の安全に関する記録の管理等）  

第１９条 本規程は、業務の実態に応じ、定期的に及び適時適切に見直しを行う。  

２ 輸送の安全に関する事業運営上の方針の作成に当たっての会議の議事録、報告連

絡体制、事故、災害等の報告、安全統括管理者の指示、内部監査の結果、社長に報告

した是正措置又は予防措置等を記録し、これを適切に保存する。   

３ 第二項に掲げる情報その他の輸送の安全に関する情報に関する記録及び保存の方

法は別に定める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 



 


